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第１条（用語の定義）
　この特約において、次の用語の意味は、それぞれ次の定義によります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(50音順)
用語 定義

一時払 この共済契約に定められた総共済掛金を一時に払い込む方法をいいます。
共済期間 共済契約証書記載の共済期間をいいます。
指定口座 共済契約者の指定する口座をいいます。

初回共済掛金
次の①または②のいずれかに該当する共済掛金をいいます。

①  共済掛金の払込方法が分割払の場合の第１回共済掛金
②  共済掛金の払込方法が一時払の場合の共済掛金

初回共済掛金払込期日 第３条（共済掛金の払込方法）（２）に定める初回共済掛金の払込期日をい
います。

提携金融機関等 組合と共済掛金の口座振替の取扱いを提携している金融機関等をいいます。

払込期日
口座振替により共済掛金を払い込む場合は提携金融機関等ごとに組合の定め

る期日、口座振替以外の方法で払い込む場合は組合所定の期日として設定した
共済契約証書記載の払込期日をいいます。

普通共済約款 この特約が付帯された自動車事故費用共済普通共済約款をいいます。

分割払 この共済契約に定められた総共済掛金を共済契約証書記載の回数および金額
に分割して払い込む方法をいいます。

未払込共済掛金 この共済契約に定められた総共済掛金から既に払い込まれた共済掛金の総額
を差し引いた額をいいます。

第２条（この特約の適用条件）
　この特約は、共済契約証書にこの特約を適用する旨記載されている場合に適用されます。なお、この特約が適用される場合、普通
共済約款第18条（共済掛金の払込）（1）から（3）までの規定は適用しません。

第３条（共済掛金の払込方法）
（1）共済契約者は、次の①または②の方法により共済掛金を払い込むこととします。
　①　一時払
　②　分割払

（2）共済契約者は、次の①および②に定める期日までに、共済掛金を払い込まなければなりません。
　①　初回共済掛金である場合は、共済期間の初日の属する月の翌月の払込期日

②　共済掛金の払込方法が分割払の場合の第２回以降の共済掛金であるときは、初回共済掛金払込期日以降に到来する毎回の払込
期日

第４条（口座振替による共済掛金の払込み）
（1）共済契約者が口座振替により共済掛金を払い込む場合には、共済契約締結の際に、組合と共済契約者との間にあらかじめ共済掛

金を口座振替の方法により払い込むことについての合意があり、かつ、次の①および②に定める条件をいずれも満たしていなけ
ればなりません。

　①　指定口座が提携金融機関等に、共済期間の初日までに設定されていること。
　②　この共済契約の締結および組合への共済掛金口座振替依頼書の提出が共済期間の初日までになされていること。

（2）共済掛金の払込みは、払込期日に、指定口座から組合の口座に振り替えることによって行うものとします。
（3）払込期日が提携金融機関等の休業日に該当し、指定口座からの口座振替による共済掛金の払込みがその休業日の翌営業日に行わ

れた場合には、組合は、払込期日に払込みがあったものとみなします。
（4）共済契約者は、払込期日の前日までにその払込期日に払い込むべき共済掛金相当額を指定口座に預け入れておかなければなりま

せん。
（5）共済契約者が初回共済掛金払込期日に初回共済掛金の払込みを怠り、その払込みを怠った理由が組合による提携金融機関等に対

する口座振替請求が行われなかったことによる場合は、初回共済掛金払込期日の属する月の翌月の応当日をその初回共済掛金の
払込期日とみなして（1）から（4）までの規定を適用します。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が共済契約者の責めに帰
すべき事由による場合を除きます。
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（6）共済契約者が口座振替により共済掛金を払い込む場合において、共済掛金の払込みを怠ったことについて、共済契約者に故意ま
たは重大な過失がなかったと組合が認めたときは、組合は、「払込期日の属する月の翌月末」を「払込期日の属する月の翌々月末」
に読み替えてこの特約の規定を適用します。この場合において、組合は、共済契約者に対して、その払込期日以後、既に到来し
た払込期日に払い込むべき共済掛金をあわせて請求できるものとします。

（7）組合は、口座振替により払い込まれた共済掛金については、原則、領収証を発行しません。

第５条（口座振替の取扱い変更）
（1）共済契約者が指定口座を変更する場合は、あらかじめ組合およびその提携金融機関等に通知するとともに、次の①および②に定

める条件をいずれも満たしていなければなりません。
　①　変更後の指定口座が提携金融機関等に設定されていること。
　②　変更後の指定口座が記載された共済掛金口座振替依頼書が組合に提出されていること。

（2）共済契約者が口座振替の取扱いを停止する場合は、あらかじめ組合およびその提携金融機関等に通知するとともに、組合の指定
による払込方法により共済掛金を払い込まなければなりません。

（3）組合または提携金融機関等が口座振替の取扱いを停止した場合には、組合は、その旨を共済契約者に通知します。この場合、共
済契約者は指定口座の変更または他の共済掛金の払込方法を選択できるものとします。

（4）組合または提携金融機関等の事情により振替日を変更する場合には、組合は、その旨をあらかじめ共済契約者に通知します。

第６条（初回共済掛金払込み前の事故の取扱い）
（1）初回共済掛金払込期日に初回共済掛金の払込みがない場合には、共済契約者は、初回共済掛金を初回共済掛金払込期日の属する

月の翌月末までに組合の指定した場所に払い込まなければなりません。
（2）組合は、共済契約者が初回共済掛金払込期日の属する月の翌月末までに初回共済掛金を払い込んだ場合には、初回共済掛金払込

み前に生じた事故による損害、費用または損失に対して、普通共済約款第 14 条（共済責任の始期および終期）（3）の規定および普
通共済約款に付帯された他の特約の共済掛金領収前に生じた事故による損害、費用または損失の取扱いに関する規定は適用しま
せん。

（3）（2）の規定により、被共済者が初回共済掛金払込前の事故による損害、費用または損失に対する共済金の支払を受ける場合には、
その支払を受ける前に、共済契約者は初回共済掛金を組合に払い込まなければなりません。

第７条（第２回以降の共済掛金払込み前の事故の取扱い）
共済契約者が事故の発生の日以前に到来した払込期日に払い込むべき共済掛金の払込みを怠っていた場合において、最初に払込

みを怠った払込期日の属する月の翌月末までに組合に共済金の支払請求が行われるときは、組合は、共済契約者が既に到来した払
込期日に払い込むべき共済掛金の全額を払い込んだときに限り、その事故による損害、費用または損失に対する共済金を支払います。

第８条（共済掛金不払の場合の免責）
組合は、共済契約者が払込期日の属する月の翌月末を経過した後も、その払込期日に払い込むべき共済掛金の払込みを怠った場

合は、次の①または②に定める日以後に生じた事故による損害、費用または損失に対しては、共済金を支払いません。
　①　払い込むべき共済掛金が初回共済掛金である場合は、共済期間の初日
　②　払い込むべき共済掛金が第２回以降の共済掛金である場合は、その共済掛金の払込期日の翌日

第９条（解除－共済掛金不払の場合）
（1）組合は、次の①または②に該当する場合には、共済契約者に対する書面による通知をもって、この共済契約を解除することがで

きます。
　①　払込期日の属する月の翌月末を経過した後も、その払込期日に払い込まれるべき共済掛金の払込みがない場合
　②　共済掛金の払込方法が分割払の場合において、次のア . およびイ . に掲げる事実がすべてあったとき

　ア . 払込期日までにその払込期日に払い込まれるべき共済掛金の払込みがないこと。
　イ . ア . の共済掛金の次の回に払い込まれるべき共済掛金の払込期日がア . の払込期日の翌月である場合において、その翌月の払

込期日までにその翌月の払込期日に払い込まれるべき共済掛金の払込みがないこと。
（2）（1）の解除は、次の①または②の時からそれぞれ将来に向かってのみその効力を生じます。

①　（1）の①による解除の場合は、その共済掛金を払い込むべき払込期日または共済期間の末日のいずれか早い日。ただし、その共
済掛金が初回共済掛金である場合は、共済期間の初日

　②　（1）の②による解除の場合は、その翌月の払込期日または共済期間の末日のいずれか早い日
（3）（1）の規定により、組合が共済契約を解除した場合において、次の①または②に該当する返還すべき共済掛金があるときは、組合は、

その額を返還します。
　①　共済掛金の払込方法が一時払の場合
　　　既に払い込まれた共済掛金の全額
　②　共済掛金の払込方法が分割払の場合
　　　既に払い込まれた共済掛金から既経過期間に対し日割によって計算した共済掛金を差し引いた残額

第 10条（解除－分割払における特則）
（1）共済掛金の払込方法が分割払の場合において、共済契約者が共済掛金を払込期日の属する月の翌月末までに払い込んだときであ

っても、共済契約者がこの共済契約における共済掛金の払込みを免れることを目的として、故意にその翌月の払込期日に払い込
まれるべき共済掛金の払込みを怠ったときには、前条（2）の①の規定にかかわらず、その払込期日の前月の払込期日から解除の効
力が生じるものとします。

（2）（1）の場合において、その共済掛金を払い込むべき払込期日の前月の払込期日の翌日以降に生じた事故による損害、費用または損
失に対して、組合が既に支払った共済金があるときには、組合は、その返還を請求することができます。
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第 11条（共済掛金の返還－普通共済約款における解除等の場合）
（1）共済掛金の払込方法が分割払の場合において、未払込共済掛金があるときは、組合は、未払込共済掛金が払い込まれた後、次の

①および②の規定により、共済掛金を返還します。
①　普通共済約款第 28 条（共済掛金の返還または請求 - 告知義務・通知義務等の場合）（1）、（2）または（6）
②　普通共済約款第 31 条（共済掛金の返還 - 解除の場合）

（2）（1）の②の規定により組合が共済掛金を返還すべき場合において、未払込共済掛金があるときは、組合は、未払込共済掛金が払い
込まれる前に、次の算式によって算出した額を請求することができます。

請求する共済掛金 ＝ 未払込共済掛金 － （１）の②の規定に
より算出した額

第 12条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、普通共済約款およびこれに付帯された他の特約の規

定を準用します。
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